
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
               
 
 

Ⅳ 水道経営分析 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１　岐阜市水道事業業務実績表

 本 年 度  前 年 度

  399,492 人

　行政区域内人口 396,258 人 397,670 人 99.6 99.2 99.5 年度末現在推計市内人口

341,549 人

　給水人口 338,782 人 339,989 人 99.6 99.2 99.5 年度末現在市内給水人口

 85.5 ％

　普及率 85.5 ％ 85.5 ％ 100.0 100.0 100.0

162,212 戸

　給水戸数 164,758 戸 163,181 戸 101.0 101.6 100.6 年度末現在

52,029,098 m3

　年間総給水量 50,740,004 m3 51,400,308 m3 98.7 97.5 98.8

38,203,875 m3

　年間総有収水量 37,827,908 m3 38,017,330 m3 99.5 99.0 99.5

73.4 ％

　有収率 74.6 ％ 74.0 ％ 100.8 101.6 100.8

2,424 km

　配水管延長 2,438 km 2,431 km 100.3 100.6 100.3

95 人

　職員数 95 人 96 人 99.0 100.0 101.1

 134.0 円

　１m3あたり供給単価 145.1 円 134.0 円 108.3 108.3 100.0

 113.6 円

　１m
3
あたり給水原価 123.8 円 122.0 円 101.5 109.0 107.4

注１　すう勢比率は令和5年度を基準年度とする。

給水人口 / 行政区域内人口

年間総有収水量
/ 年間総給水量

年度末現在
（管理者、臨時職員を除く）

給水収益 / 年間総有収水量

（経常費用－受託工事費－材
料及び不用品売却原価－附帯
事業費－長期前受金戻入）
/ 年間総有収水量

令和8年3月31日

項　　　　　目   本　年　度
  前 々 年 度 前 年 度 に

対する比率

す　う　勢　比　率
備　　   　考

  前　年　度
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２　水道事業主要経営比率

（１）　令和３～７年度の推移

給水人口30
万人以上の
50事業平均

全国法適用
の末端給水
事業平均

R3 R4 R5 R6 R7 R6 R6

（人） 402,965 401,294 399,492 397,670 396,258 534,334 103,236

（人） 344,571 343,091 341,549 339,989 338,782 511,821 97,775

（％） 85.5 85.5 85.5 85.5 85.5 95.8 94.7

（％） 73.4 73.2 73.4 74.0 74.6 91.0 89.2

（％） 91.9 91.6 89.0 86.2 88.0 91.2 90.0

（％） 57.1 56.7 55.9 55.4 54.6 64.1 60.2

22.07 21.75 21.46 21.14 20.81 22.67 19.42

（％） 62.2 61.9 62.8 64.2 62.1 70.3 66.9

10.04 9.93 9.59 9.25 9.03 6.69 6.33

（円） 133.93 134.14 134.03 134.04 145.12 172.64 177.28

（円） 108.12 117.44 113.61 122.05 123.82 169.99 181.66

（円） 885 885 885 885 1,067 1,249 1,630

（ℓ） 310 308 306 306 306 288 294

（千円） 68,374 63,476 62,033 60,989 68,899 76,374 68,735

（人） 4,475 4,184 4,115 4,047 4,235 4,020 3,412

（ｍ3） 505,931 469,941 460,288 452,587 472,849 422,340 366,603

3 3 3 3 3 4 6

1 1 2 2 2 0 0

3 4 3 3 3 5 3

7 8 8 8 8 9 9

（％） 12.0 11.7 11.3 11.8 11.9 11.0 12.0

（％） 10.8 9.1 8.7 7.7 7.7 2.7 2.7

（％） 51.7 49.5 51.5 48.6 50.9 36.7 35.4

（円） 6.80 13.92 9.92 11.01 10.63 6.97 8.76

（％） 98.5 98.1 98.1 99.0 98.8 94.5 93.2

（％） 50.9 50.6 48.3 47.0 42.7 22.1 22.5

注（１）決算統計による数値により算出

（令和６年度末地方公営企業の事業数）

全体事業 内法適用 県内事業数 内法適用

1,299 1,299 39 39

436 404 6 5

1,735 1,703 45 44

          (0)
上水道事業の内 内末端給水事業は　　　1,232 事業 　　 内末端給水事業は    38事業

内用水供給事業は　　　　　67 事業 　　 内用水供給事業は   　 1事業

　　※（　）内は建設中の事業数で内数である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　度
　　　項　　目

岐 阜 市

人 口

給 水 人 口

普 及 率

有 収 率

負 荷 率

施 設 利 用 率

配 水 管 使 用 効 率 （ ｍ 3 ／ ｍ ）

最 大 稼 働 率

固 定 資 産 使 用 効 率 （ ｍ 3 ／ 万 円 ）

供 給 単 価
（ 料 金 収 入 ／ 有 収 水 量 ）

給 水 原 価
※他会計負担金等を控除せず算出

基 本 料 金
（ 家 庭 用 10 ㎥ 当 た り ）

１ 人 １ 日 平 均 有 収 水 量

職 員 １ 人 当 た り 営 業 収 益

職 員 １ 人 当 た り 給 水 人 口

職 員 １ 人 当 た り 有 収 水 量

有収水量
１万ｍ3／日

当たり職員数
（損益勘定
職員）（人）

原 浄 配 水 施 設 関 係 職 員

検 針 ・ 集 金 職 員

そ の 他

全 職 員

料 金 収 入 に 対 す る
職 員 給 与 費 の 割 合

費 用 中 に 占 め る
支 払 利 息 の 割 合

費 用 中 に 占 め る
減 価 償 却 費 の 割 合

有 収 水 量 1 ｍ 3 当 た り 電 力 使 用 料 金

固 定 資 産 対 長 期 資 本 比 率

料 金 収 入 に 対 す る
企 業 債 元 利 償 還 額 の 割 合

地方公営企業事業数

区 分

上 水 道 事 業

簡 易 水 道 事 業

計

　　　　　　 　 (2)
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（２）　水道事業の主要経営比率の算出方法

　※　配水量を導、送、配水管の延長で除した１ｍ当たりの配水量を示し、数値が高いほど使用効率が良い。

　　（損益勘定所属職員数）

①　有　収　率 （％） ＝
年 間 総 有 収 水 量

②　負　荷　率 （％） ＝ ×　１００

一 日 最 大 配 水 量

③　施設利用率 （％） ＝

※　施設利用率が良ければ水道施設は効率的に運営されている。施設利用率は、負荷率と最大稼働率との関係
で、施設利用率が大になった場合の原因が負荷率の向上による場合には、無条件で体質が良くなったと判断する
ことができるが、その原因が最大稼働率にある場合は、必ずしも良くなったとは判断できない。

一 日 配 水 能 力
×　１００

＝
年 間 総 配 水 量

（1ｍ当たりｍ３）④　配水管使用効率

⑧　給　水　原　価 ＝

⑥　固定資産使用効率

⑤　最大稼働率 （％） ＝

※　最大稼働率が100％に近くなった場合は数年後の所要最大給水量をもとにして、施設の拡張、改良工事計画
が策定されなけばならない。反対に100％を大きく下回っているということは、過大給水施設を有していることを示し
ている。

＝
有 形 固 定 資 産

＝
給 水 収 益

年 間 総 有 収 水 量

⑪　職員1人当たり給水人口 （人） ＝
現 在 給 水 人 口

損 益 勘 定 所 属 職 員 数

⑨　1人1日平均有収水量

⑬　有収水量10,000ｍ３/日当たり職員数 （人） ＝

⑫　職員1人当たり有収水量 （ｍ３） ＝

導 送 配 水 管 延 長

損 益 勘 定 所 属 職 員 数

年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量
一 日 配 水 能 力

×　１００
年 間 総 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量
一 日 最 大 配 水 量

※　負荷率が100％に近いほど水道事業の体質がよい。需要期と非需要期の給水量の差が縮まっている場合は
負荷率が高くなり、施設が効率的に働いている。

×　１００

⑦　供　給　単　価

年 間 総 有 収 水 量

⑩　職員1人当たり営業収益 （千円） ＝
営 業 収 益

（ℓ）

経常費用-（受託工事費+材料及び不用品売却原価+附帯事業費）-長期前受金戻入

＝
年間総有収水量÷年間日数

（円） ＝
年 間 総 有 収 水 量

動 力 費

⑯　料金収入に対する企業債元利
　　償還金の割合

⑮　固定資産対長期資本比率 （％） ＝

＝

⑭　有収水量１ｍ３当たり電力使用料金

損 益 勘 定 所 属 職 員 数

年間総有収水量 ÷ 年間日数 ÷ 10,000ｍ３

損益勘定所属職員数

×　１００
建築改良のための企業債元利償還金

料 金 収 入
（％）

資本金+剰余金+固定負債+繰延収益
固定資産

×　１００

（1万円当たりｍ３）

（１ｍ３当たり円）

（１ｍ３当たり円）

現 在 給 水 人 口

年 間 総 有 収 水 量
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